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資 料 編 

１ 高齢者の生活実態に関する調査結果の主な内容 

（１）一般高齢者調査の結果 

■家族構成 

家族構成では、「夫婦ふたり暮らし」が41.1％、「同居世帯（子どもや孫など多世代

の家族などと同居）」が33.7％、「ひとり暮らし」が13.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住居形態 

現在の住まいでは、「一戸建て持ち家」が67.3％、「分譲マンション」が22.8％と

なっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

41.1 8.113.3

2.7

33.7 1.2

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

ひとり暮らし 夫婦ふたり暮らし

高齢者(65歳以上)のみの
世帯（例：高齢の親や
高齢の兄弟姉妹と同居）

同居世帯(子どもや孫など
多世代の家族などと同居)

その他の世帯 無回答

22.867.3

2.3
2.7

0.6

2.2

0.2

1.1

0.9

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

一戸建て持ち家 一戸建て借家 分譲マンション

賃貸マンション 県営住宅・市営住宅 アパート

社宅、官舎 その他 無回答
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■要介護状態になった場合の居住地域での居住意向 

要介護状態になっても居住地域に住み続けたいでは、「はい」が74.6％、「わからな

い」が21.5％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

■現在の治療有無 

病気やケガの治療についてでは、「受けている」が59.2％、「受けていない」が23.6％

となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

■現在の通院の有無 

治療の方法では、「通院している」が89.0％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

23.659.2 17.3

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

受けている 受けていない 無回答

9.689.0

1.1 0.3

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=617人

通院している 入院している 往診 無回答

74.6

3.1

21.5 0.9

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

はい いいえ わからない 無回答
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■今後介護が必要となった場合希望する介護 

自分が要介護となった場合の希望では、「在宅で介護保険のサービスや保健福祉サー

ビスを活用しながら介護してほしい」が38.8％、「わからない」が22.5％、「施設で

介護を受けたい」が19.2％、「在宅で家族などを中心に介護してほしい」が14.3％と

なっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■健康について知りたい情報 

健康について知りたい情報では、「生活習慣病にならないための工夫」が36.5％、

「腰痛予防」が28.0％、「認知症の予防」が23.4％、「望ましい食生活」が22.0％、

「特にない」が21.9％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.814.3 19.2

0.9

22.5 4.3

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

在宅で家族などを中心に
介護してほしい

在宅で介護保険のサービス
や保健福祉サービスを活用
しながら介護してほしい

施設で介護を受けたい その他

わからない 無回答

36.5

28.0

23.4

22.0

21.3

18.6

17.4

13.0

(244人)

(222人)

(194人)

(181人)

(136人)

(229人)

(381人)

(292人)

0% 50% 100%

生活習慣病に
ならないための工夫

腰痛予防

認知症の予防

望ましい食生活

筋力の増進・
維持の方法

健診（検診）の
内容や受け方

運動の方法

足のケア方法

12.8

12.5

12.0

11.5

3.3

0.9

21.9

4.3

(125人)

(34人)

(9人)

(228人)

(45人)

(130人)

(133人)

(120人)

0% 50% 100%

転倒・骨折予防

心の健康

寝たきり予防

歯の健康

閉じこもり予防

その他

特にない

無回答
65歳以上
n=1,043人
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■健康上で気になること 

健康上で気になることでは、「関節痛、足の痛みなどの体の痛み」が39.0％、「目、

鼻、耳、歯のトラブル」が36.1％、「運動不足」が25.0％、「物忘れが多くなったこ

と」が24.9％、「トイレに行く回数が多くなったこと」が23.5％、「特に気になるこ

とはない」が22.0％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.0

36.1

25.0

24.9

23.5

16.5

14.2

12.9

12.4

(261人)

(245人)

(172人)

(148人)

(135人)

(129人)

(260人)

(407人)

(377人)

0% 50% 100%

関節痛、足の痛み
などの体の痛み

目、鼻、耳、歯の
トラブル

運動不足

物忘れが
多くなったこと

トイレに行く回数が
多くなったこと

肥満

何となく体調が
さえない

睡眠不足

ストレスや
悩みが多い

10.9

10.6

7.8

6.6

5.2

3.2

2.4

22.0

3.5

(81人)

(54人)

(33人)

(25人)

(229人)

(36人)

(111人)

(114人)

(69人)

0% 50% 100%

皮膚のトラブル

胃腸の不快感

たばこの吸いすぎ

お酒の飲みすぎ

栄養が偏っている

休養が十分に
とれない

その他

特に気になる
ことはない

無回答
65歳以上
n=1,043人
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■体力向上や健康のために自ら取り組んでいること 

体力向上や健康のために取り組んでいることでは、「散歩やウォーキングなどをして

いる」が53.5％、「体の具合が悪いときは、早めに医療機関へ受診している」が44.7％、

「栄養をとり規則正しい生活を送るようにしている」が44.5％、「健康のためによい

食べ物や飲み物を摂るようにしている」が43.1％、「定期的に健康診断を受けている」

が41.7％、「充分な休養をとるようにする」が32.1％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

53.5

44.7

44.5

43.1

41.7

32.1

9.5

8.0

(464人)

(435人)

(335人)

(99人)

(83人)

(466人)

(558人)

(450人)

0% 50% 100%

散歩やウォーキング
などをしている

体の具合が悪いときは
、早めに医療機関へ

受診している

栄養をとり規則
正しい生活を送る
ようにしている

健康のためによい
食べ物や飲み物を
摂るようしている

定期的に健康診断を
受けている

充分な休養を
とるようにする

お酒を控えている

たばこを控えている

7.9

5.6

2.4

2.3

1.9

1.1

4.9

4.0

(25人)

(20人)

(11人)

(51人)

(42人)

(58人)

(82人)

(24人)

0% 50% 100%

ゴルフをしている

水中歩行や
スイミング
をしている

太極拳をしている

いろはカッピー
体操をしている

フォークダンスを
している

ゲートボールを
している

その他

無回答
65歳以上
n=1,043人
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■今後の暮らしで感じる心配や不安 

今後の暮らしでの心配や不安では、「自分の身体や健康のこと」が70.4％、「配偶者

や家族の身体や健康のこと」が51.2％、「認知症になったときのこと」が35.6％、「生

活費などの経済的なこと」が28.2％、「介護が必要になったら、世話をしてくれる人

がいないこと」が19.1％、「特に感じていない」が10.7％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.4

51.2

35.6

28.2

19.1

6.4

5.1

5.1

0.7

10.7

4.5

(371人)

(199人)

(67人)

(53人)

(53人)

(7人)

(112人)

(47人)

(534人)

(734人)

(294人)

0% 25% 50% 75% 100%

自分の身体や健康のこと

配偶者や家族の
身体や健康のこと

認知症になったときのこと

生活費などの
経済的なこと

介護が必要になったら、
世話をしてくれる人が

いないこと

住む場所や家のこと

仕事のこと

財産管理のこと

その他

特に感じていない

無回答

65歳以上
n=1,043人
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■生きがいを感じるとき 

生きがいを感じるときでは、「友人や知人と食事や雑談をしているとき」が51.9％、

「テレビを見たり、ラジオを聞いているとき」が49.0％、「孫や家族との団らんのと

き」が48.1％、「個人で行う趣味をしているとき」が41.0％、「夫婦団らんのとき」

が33.5％、「働いているとき」が26.2％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.9

11.6

7.2

6.4

3.0

1.3

3.0

3.6

(75人)

(31人)

(14人)

(31人)

(38人)

(121人)

(145人)

(67人)

0% 50% 100%

学習や教養を
高めているとき

パソコンなどの
情報機器を利用
しているとき

ボランティア
活動を

しているとき

自治会、
町内会活動を
しているとき

高齢者クラブ
で活動を

しているとき

その他

感じていない

無回答

65歳以上
n=1,043人

51.9

49.0

48.1

41.0

33.5

26.2

20.8

16.3

14.8

(502人)

(349人)

(273人)

(217人)

(170人)

(154人)

(511人)

(541人)

(428人)

0% 50% 100%

友人や知人と
食事や雑談を
しているとき

テレビを見たり、
ラジオを聞いて

いるとき

孫や家族との
団らんのとき

個人で行う趣味を
しているとき

夫婦団らんのとき

働いているとき

趣味のサークルや
クラブ活動を
しているとき

子どもや若い
世代と交流

しているとき

スポーツ活動を
しているとき
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23.1

2.3 3.7

65.3 5.6

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

利用したことがある 業務内容も知っている

名前程度は知っている 知らない

無回答

■現在支払っている介護保険料の金額について 

介護保険料の金額についてでは、「高い」が47.0％、「やや高い」が18.0％、「わか

らない」が17.2％、「妥当」が11.4％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

■今後の保険料についての考え方 

今後の保険料と介護保険サービスのあり方についてでは、「どちらともいえない」が

26.7％、「保険料が多少高くとも、給付されるサービスが充実していればよい」が

23.6％、「わからない」が17.9％、「給付されるサービスを多少抑えても、保険料が

低ければよい」が15.6％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■志木市地域包括支援センター（柏の杜・せせらぎ）の周知度 

志木市地域包括支援センター（柏の杜・せせらぎ）開設の周知では、「知らない」が

65.3％、「名前程度は知っている」が23.1％となっています。 

  

 

 

 

 

 

18.0 11.4 6.247.0

0.2

17.2

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

高い やや高い 妥当 やや安い 安い わからない 無回答

15.6 9.2 17.923.6 26.7 7.0

0% 25% 50% 75% 100%

65歳以上
n=1,043人

保険料が多少高くとも、
給付されるサービスが
充実していればよい

給付されるサービスを
多少抑えても、保険料が
低ければよい

現行の水準のままでよい どちらともいえない

わからない 無回答
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31.7

28.9

28.9

25.7

23.5

16.1

15.5

13.4

13.2

13.1

12.8

3.7

1.2

9.6

7.0

(301人)

(245人)

(168人)

(162人)

(140人)

(138人)

(137人)

(134人)

(39人)

(12人)

(100人)

(73人)

(268人)

(331人)

(301人)

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者を地域で見守るような
市民の助け合い活動の育成

介護保険制度の充実

ひとり暮らしや支援の必要な
高齢者のためのサービス

健康づくりの充実

介護している人への支援

介護予防・認知症予防
のための対策

生きがいや生涯学習の充実

スポーツ・レクリエーション
活動の充実

高齢者を保護する対策

趣味の活動の場と機会の充実

高齢者の働く場づくり

ボランティア活動

その他

特にない

無回答

65歳以上
n=1,043人

■今後の高齢者施策について 

今後、力をいれてほしい高齢者施策では、「高齢者を地域で見守るような市民の助け

合い活動の育成」が31.7％、「介護保険制度の充実」「ひとり暮らしや支援の必要な高

齢者のためのサービス」が各28.9％、「健康づくりの充実」が25.7％、「介護してい

る人への支援」が23.5％となっています。 
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（２）居宅サービス利用者調査の結果 

■要介護度 

現在の要介護度では、「要介護２」が20.7％、「要介護１」が18.6％、「要支援１」

が16.0％、「要支援２」が14.3％、「要介護３」が12.7％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

■家族構成 

家族構成では、「同居世帯（子どもや孫など多世代の家族などと同居）」が40.3％、

「夫婦ふたり暮らし」が23.1％、「ひとり暮らし」が19.5％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.3 18.6 20.716.0 12.7 9.0 5.9

0.5

2.3

0% 25% 50% 75% 100%

サービス
利用者
n=575人

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５ わからない 無回答

23.1 5.4 40.319.5 7.7 4.0

0% 25% 50% 75% 100%

サービス
利用者
n=575人

ひとり暮らし 夫婦ふたり暮らし

高齢者(65歳以上)のみの
世帯（例：高齢の親や
高齢の兄弟姉妹と同居）

同居世帯
(子どもや孫など
多世代の家族などと同居)

その他の世帯 無回答
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■主な介護者 

主な介護者では、「子ども」が36.9％、「夫・妻」が34.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■介護者の年齢 

主な介護者の年齢では、「50～59歳」が21.0％、「60～64歳」が19.0％、「75

歳以上」が16.9％、「65～69歳」が14.5％、「70～74歳」が11.3％となっていま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

■現在の住居の介護への適性 

在宅介護に適しているかでは、「はい」が49.9％、「いいえ」が41.6％となってい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

36.934.3

0.3

8.3

0.5

1.7

4.2

7.8 5.9

0% 25% 50% 75% 100%

サービス
利用者
n=575人

夫・妻 子ども 孫

子どもの配偶者 孫の配偶者 親

兄弟・姉妹 その他 介護してくれる
家族はいない

無回答

9.7 19.0 14.5 11.3 16.9

0.8

2.6

21.0 4.2

0% 25% 50% 75% 100%

サービス
利用者
n=496人

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳

65～69歳 70～74歳 75歳以上 無回答

49.941.6 8.5

0% 25% 50% 75% 100%

サービス
利用者
n=575人

いいえ はい 無回答



 

 

 

 

142

■在宅介護に適さないと思う理由 

適していないと思うところでは、「室内、室外に段差があり、移動に支障がある」が

60.7％、「階段がある」が49.8％、「トイレが車椅子で利用できない」が49.4％、「浴

槽の立ち上がりが高い」が41.4％、「トイレに介助者が一緒に入れない」が36.4％、

「室内や廊下に手すりが付いていない」が33.9％、「風呂場に手すりが付いていない」

が31.8％、「廊下などの通路が狭い」が30.1％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.7

49.8

49.4

41.4

36.4

33.9

31.8

30.1

26.8

23.4

12.1

10.9

10.9

6.7

7.5

1.3

(118人)

(87人)

(81人)

(76人)

(72人)

(64人)

(56人)

(29人)

(26人)

(26人)

(16人)

(18人)

(3人)

(99人)

(119人)

(145人)

0% 25% 50% 75% 100%

室内、室外に段差があり、
移動に支障がある

階段がある

トイレが車椅子で
利用できない

浴槽の立ち上がりが高い

トイレに介助者が
一緒に入れない

室内や廊下に手すりが
付いていない

風呂場に手すりが
付いていない

廊下などの通路が狭い

トイレに手すりがない

風呂場に介助者が
一緒に入れない

ご本人の専用の
居室がないこと

風呂場のドアが
開けにくい

トイレのドアが
開けにくい

エレベーターが必要なこと

その他

無回答

サービス
利用者
n=239人
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■現在支払っている介護保険料の金額について 

介護保険料の金額についてでは、「高い」が26.1％、「わからない」が24.3％、「妥

当」が19.8％、「やや高い」が13.7％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

■今後の保険料についての考え方 

今後の保険料についてでは、「わからない」が28.7％、「現状のままがよい」が22.8％、

「保険料が多少増えても、給付されるサービスが充実していればよい」が15.8％と

なっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.7 19.826.1

1.0 0.2

24.3 14.8

0% 25% 50% 75% 100%

サービス
利用者
n=575人

高い やや高い 妥当 やや安い 安い わからない 無回答

8.3 22.8 5.715.8

3.3

28.7 15.3

0% 25% 50% 75% 100%

サービス
利用者
n=575人

保険料が多少増えても、
給付されるサービスが
充実していればよい

給付されるサービスを
多少抑えても、
保険料が低ければよい

現状のままがよい 負担年齢の引き下げによる
保険料徴収の拡大が必要

その他 わからない

無回答
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■介護保険制度にかかわる施策への要望 

重点的に取り組んでほしい施策では、「家族の介護負担を軽減するための施策・事業

の充実」が39.1％、「介護保険制度のしくみや利用方法に関する情報提供の充実」が

27.5％、「低所得者への負担軽減対策」が25.0％、「保健・医療・福祉機関との連携・

協力」が22.6％、「介護保険サービスの量や質の充実」が21.9％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.1

27.5

25.0

22.6

21.9

16.0

13.7

11.8

7.1

6.3

1.9

5.4

21.4

(144人)

(126人)

(92人)

(79人)

(68人)

(41人)

(36人)

(11人)

(31人)

(123人)

(130人)

(158人)

(225人)

0% 25% 50% 75% 100%

家族の介護負担を軽減する
ための施策・事業の充実

介護保険制度のしくみや利用
方法に関する情報提供の充実

低所得者への負担軽減対策

保健・医療・福祉機関との
連携・協力

介護保険サービスの量や質の充実

介護支援専門員(ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ)や
サービス提供事業者に関する

情報提供の充実

介護専門職の資質の向上支援

介護予防や要介護度の進行防止
のための介護予防事業の充実

苦情・相談窓口の充実

認知症高齢者などの権利を
守るための制度の充実

その他

特にない

無回答

サービス
利用者
n=575人
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■自宅での生活を継続していくために必要な居宅介護サービス 

必要な居宅介護サービスでは、「緊急時など必要な時に泊まれる施設」が32.7％、

「夜間や緊急時の訪問介護」が30.8％、「病院などへの移送の介助」が28.3％、「介

護者の健康管理」が24.2％、「医師や看護師の訪問」が24.0％、「介護者への介護方

法の知識・技術」が16.3％、「食事サービス」が11.1％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.7

30.8

28.3

24.2

24.0

16.3

11.1

7.8

7.1

1.9

1.4

5.0

23.5

(163人)

(138人)

(94人)

(64人)

(45人)

(41人)

(11人)

(8人)

(29人)

(135人)

(139人)

(177人)

(188人)

0% 25% 50% 75% 100%

緊急時など必要な時に
泊まれる施設

夜間や緊急時の訪問介護

病院などへの
移送の介助

介護者の健康管理

医師や看護師の訪問

介護者への介護方法の
知識・技術

食事サービス

在宅介護のための住宅改修

地域での見守り

契約や財産管理の
手続き支援

その他

特にない

無回答

サービス
利用者
n=575人
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（３）施設サービス調査の結果 

■要介護度 

現在の要介護度では、「要介護４」「要介護５」が各26.5％、「要介護２」が18.4％、

「要介護３」が15.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

■要介護状態になった主な原因 

要介護状態になった原因では、「脳血管疾患」が27.6％、「認知症」が24.5％、「転

倒・骨折」が18.4％、「高齢による衰弱」が12.2％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.4 15.3

2.0

5.1 26.5 26.5 5.1 1.0

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５ わからない 無回答

12.2 24.5 8.227.6 18.4

1.0

1.0

2.0

3.1

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

脳血管疾患 高齢による衰弱 転倒・骨折

認知症 関節疾患
（リウマチ等）

心臓病

呼吸器疾患 糖尿病 パーキンソン病

その他 わからない 無回答
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■施設での生活を選んだ主な理由 

希望した理由では、「心身の状態が在宅で生活するには難しいから」が51.0％、「家

族の負担が大きいから」が46.9％、「施設の方がサービスが充実しているから」が

36.7％、「自宅の居室や設備が不十分だから」が30.6％、「介護する人がいないから」

が27.6％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在入所している施設の種類 

入所施設の種類では、「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）」が48.0％、「介

護老人保健施設（老人保健施設）」が37.8％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

51.0

46.9

36.7

30.6

27.6

7.1

3.1

(36人)

(27人)

(7人)

(3人)

(30人)

(46人)

(50人)

0% 25% 50% 75% 100%

心身の状態が在宅で
生活するには難しいから

家族の負担が大きいから

施設の方がサービスが
充実しているから

自宅の居室や設備が
不十分だから

介護する人がいないから

その他

無回答

施設入所者
n=98人

7.148.0 37.8

4.1

3.1

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設
（老人保健施設）

介護療養型医療施設
（療養病床）

その他

無回答
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■現在入所している施設を選んだ方法 

入所している施設の選び方では、「ケアマネジャー（介護支援専門員）の意見を参考

にして選んだ」が29.6％、「いくつかの施設から話を聞いたり、見たりして選んだ」

が28.6％、「かかりつけの医師（医療機関）に相談して選んだ」が19.4％、「市から

提供された情報にもとづいて選んだ」が17.3％、「知人にすすめられて選んだ」が

13.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在の部屋 

現在の部屋の状況では、「４人以上の部屋」が44.9％、「個室」が41.8％となって

います。 

  

 

 

 

 

 

29.6

28.6

19.4

17.3

13.3

4.1

11.2

2.0

4.1

(19人)

(13人)

(4人)

(11人)

(2人)

(4人)

(17人)

(28人)

(29人)

0% 25% 50% 75% 100%

ケアマネジャー（介護支援専門
員）の意見を参考にして選んだ

いくつかの施設から話を
聞いたり、見たりして選んだ

かかりつけの医師（医療
機関）に相談して選んだ

市から提供された情報に
もとづいて選んだ

知人にすすめられて選んだ

新聞広告やパンフレット
など施設の案内を見て選んだ

その他

わからない

無回答

施設入所者
n=98人

9.241.8

2.0

44.9 2.0

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

個室 ２人部屋 ３人部屋 ４人以上の部屋 無回答
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■今後希望する部屋 

部屋の希望では、「現在のままでよい」が77.6％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設サービスを利用しての変化 

生活習慣では、「規則正しくなった」が61.2％、「かわらない」が23.5％、「不規則

になった」が15.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

生活の張りでは、「かわらない」が43.9％、「張りが出た」が27.6％、「張りがなく

なった」が13.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

気持ちでは、「かわらない」が52.0％、「前向きになった」が22.4％、「ふさぎこみ

がち」が11.2％となっています。 

  

 

 

 

 

 

77.6 5.1 7.1 7.1 3.1

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

現在のままでよい 負担にかかわらず個室がよい

負担が増えるなら相部屋でよい わからない

無回答

23.561.2 15.3

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

規則正しくなった かわらない 不規則になった 無回答

43.9 13.3 15.327.6

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

張りが出た かわらない 張りがなくなった 無回答

52.0 11.222.4 14.3

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

前向きになった かわらない ふさぎこみがち 無回答
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服装、身だしなみでは、「かわらない」が61.2％、「気にするようになった」が18.4％

となっています。 

  

 

 

 

 

 

気苦労では、「かわらない」が45.9％、「減った」が26.5％、「増えた」が10.2％

となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

■施設利用料金として１か月に施設に支払う総額 

施設利用料の月総額では、「50,001円～70,000円」が28.6％、「70,001円～

90,000円」が25.5％、「110,001円～130,000円」「150,001円～200,000円」

が13.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.218.4

4.1

16.3

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

気にするようになった かわらない かまわなくなった 無回答

45.9 26.510.2 17.3

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

増えた かわらない 減った 無回答

25.5 13.328.6 9.2 13.3

3.1 1.0 1.0

5.1

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

50,001円～70,000円 70,001円～90,000円

90,001円～110,000円 110,001円～130,000円

130,001円～150,000円 150,001円～200,000円

200,001円以上 わからない

無回答
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■現在の施設サービス利用料金についての感じ方 

施設サービス利用料金についてでは、「妥当」が55.1％、「わからない」が12.2％、

「安い」が11.2％、「高い」が10.2％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

■今後本人の希望する介護 

今後希望する介護では、「このまま現在の施設での生活を続けたい」が58.2％、「わ

からない」が13.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.2

3.1

55.1

3.1

11.2 12.2 5.1

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

高い やや高い 妥当 やや安い 安い わからない 無回答

4.1 5.15.1 58.2 13.3 14.3

0% 25% 50% 75% 100%

施設入所者
n=98人

自宅で、家族などを中心に
介護してほしい

自宅で、介護保険制度の
サービスや保健福祉サービスを
活用しながら介護してほしい

別の施設(介護保険施設及び
介護保険施設以外の施設)に
入所したい

このまま現在の施設での生活を
続けたい

わからない 無回答
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46.3

14.6

14.6

7.3

2.4

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

12.2

0.0

(6人)

(1人)

(1人)

(0人)

(0人)

(0人)

(0人)

(0人)

(0人)

(0人)

(5人)

(0人)

(6人)

(19人)

(3人)

0% 25% 50% 75% 100%

介護福祉士

看護師

社会福祉士

ホームヘルパー

保健師

薬剤師

医師

栄養士

作業療法士

歯科医師

歯科衛生士

理学療法士

鍼灸マッサージ

その他

無回答

ケアマネジャー
n=41人

（４）介護支援専門員（ケアマネジャー）に関する調査の結果 

■資格 

もっている資格では、「介護福祉士」が46.3％、「社会福祉士」「看護師」が各14.6％

となっています。 
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26.873.2

0% 25% 50% 75% 100%

ケアマネジャー
n=41人

常勤 非常勤（パート含む） 無回答

80.5 19.5

0% 25% 50% 75% 100%

ケアマネジャー
n=41人

専任 兼務 無回答

26.89.8 19.5 41.5

2.4

0% 25% 50% 75% 100%

ケアマネジャー
n=41人

10人以下 11～20人 21～30人 31～39人 40～59人

60人以上 無回答

■雇用形態 

雇用形態では、「常勤」が73.2％、「非常勤（パート含む）」が26.8％となってい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

■兼務している仕事の有無 

兼務している仕事では、「専任」が80.5％、「兼務」が19.5％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

■ケアプラン作成の１か月当たりの人数 

ケアプラン作成の１か月当たりの人数では、「31～39人」が41.5％、「21～30人」

が26.8％、「11～20人」が19.5％となっています。 
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53.7

51.2

41.5

31.7

24.4

19.5

19.5

14.6

12.2

0.0

0.0

(17人)

(10人)

(8人)

(8人)

(6人)

(5人)

(0人)

(0人)

(21人)

(22人)

(13人)

0% 25% 50% 75% 100%

自分の経験が
不足している

本人の意向と家族の
意向が違う

サービス提供体制が
不十分である

提供できるサービスの
種類が足りない

利用料負担がサービス
利用を制約している

サービスに関する情報が
不足している

家族の理解を
得られない

介護目標が設定
できないことがある

その他

特にない

無回答

ケアマネジャー
n=41人

■ケアプラン作成上の問題点 

ケアプラン作成上、問題となることでは、「自分の経験が不足している」が53.7％、

「本人の意向と家族の意向が違う」が51.2％、「サービス提供体制が不十分である」

が41.5％、「提供できるサービスの種類が足りない」が31.7％、「利用料負担がサー

ビス利用を制約している」が24.4％、「サービスに関する情報が不足している」「家族

の理解を得られない」が各19.5％となっています。 
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70.7

58.5

58.5

24.4

17.1

14.6

14.6

7.3

4.9

0.0

14.6

0.0

0.0

(24人)

(7人)

(6人)

(6人)

(3人)

(2人)

(0人)

(6人)

(0人)

(0人)

(24人)

(29人)

(10人)

0% 25% 50% 75% 100%

主治医との連携

処遇困難ケース
への対応

サービス担当者
会議の開催

利用者・家族との調整

アセスメント
（課題分析）

モニタリングの実施

サービス事業者との
調整・連絡

給付管理・介護報酬
請求事務

ケアプラン原案の作成

月１回以上の
利用者宅訪問

その他

特にない

無回答

ケアマネジャー
n=41人

■困難や支障と感じる業務 

困難や支障と感じている業務では、「主治医との連携」が70.7％、「サービス担当者

会議の開催」「処遇困難ケースへの対応」が各58.5％、「利用者・家族との調整」が

24.4％、「アセスメント（課題分析）」が17.1％、「モニタリングの実施」「サービス

事業者との調整・連絡」が各14.6％となっています。 
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53.7

53.7

31.7

46.3

41.5

34.1

63.4

29.3

26.8

17.1

34.1

17.1

46.3

9.8

36.6 9.8

4.9

12.2

2.4

56.1

2.4

12.2

2.4

4.9

4.9

29.3

2.4

53.7

22.0

39.0

26.8

19.5

51.2

12.2

36.6

24.4

2.4

36.6

14.6

12.2

19.5

26.8

29.3

24.4

4.9

12.2

31.7

14.6

34.1

2.4

7.3

4.9

2.4

2.4

4.9

4.9

2.4

2.4

2.4

2.4

4.9

4.9

2.4

2.4

2.4

2.4

2.4

0% 25% 50% 75% 100%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリ

居宅療養管理指導

通所介護
（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ）

通所リハビリ
（ﾃﾞｲｹｱ）

ショートステイ

認知症高齢者
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

特定施設入所者
生活介護

福祉用具の貸与

福祉用具の購入

住宅改修

足りている ほぼ足りている やや不足している

不足している わからない 無回答

n=41人

■介護サービスの量について 

介護サービスの量についてでは、「足りている」が2.4％～56.1％、「ほぼ足りてい

る」が2.4％～53.7％、「やや不足している」が2.4％～34.1％、「不足している」が

2.4％～63.4％、「わからない」が0.0％～46.3％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資 料 編 

 

157 

 

65.9

61.0

46.3

43.9

36.6

29.3

26.8

14.6

12.2

12.2

7.3

7.3

(19人)

(15人)

(12人)

(11人)

(6人)

(5人)

(5人)

(3人)

(3人)

(25人)

(27人)

(18人)

0% 25% 50% 75% 100%

処遇困難ケースへの
指導・助言・支援

医師会との調整

情報提供（介護保険制度・
市の保健福祉サービス等）

苦情相談への
指導・助言・支援

被保険者・家族に
対する制度の周知

施設等の空き情報
の提供

研修会やケース
検討会の開催

事業者に対する
サービスの質の評価

施設入所の申請窓口や
とりまとめ

ケアプランの指導

その他

無回答

ケアマネジャー
n=41人

■連携に期待すること 

連携に期待することでは、「処遇困難ケースへの指導・助言・支援」が65.9％、「医

師会との調整」が61.0％、「情報提供（介護保険制度・市の保健福祉サービス等）」

が46.3％、「苦情相談への指導・助言・支援」が43.9％、「被保険者・家族に対する

制度の周知」が36.6％、「施設等の空き情報の提供」が29.3％、「研修会やケース検

討会の開催」が26.8％となっています。 
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２ 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定の経緯 

 

開催日 回 内    容 

平成20年 

４月25日（金） 

第１回 （１）会議運営について 

（２）今後のスケジュール（年間計画等）について 

（３）アンケート調査について 

（４）その他 

５月27日（火） 第２回 （１）高齢者人口、認定者数、介護給付費の推移について 

（２）第４期介護保険事業計画の方向性について 

（３）その他 

８月19日（火） 第３回 （１）平成19年度高齢者保健福祉事業実績報告について 

（２）平成19年度介護保険事業実績報告について 

（３）国、県、志木市の介護保険事業の状況について 

（４）人口推計、高齢者人口推計、認定者数の推計について 

（５）アンケート調査結果について 

（６）その他 

９月30日（火） 第４回 （１）アンケート調査結果について 

（２）介護サービス見込み量の設定について 

（３）地域支援事業について 

（４）介護保険料段階の設定について 

（５）保健サービスについて 

（６）その他 

10月21日（火） 第５回 （１）地域密着型サービスについて 

（２）地域包括支援センターについて 

（３）計画骨子（案）について 

（４）その他 

11月14日（金） 第６回 （１）地域包括支援センターの現状と課題について 

（２）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）につい

て（その①） 

（３）その他 

11月25日（火） 第７回 （１）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）につい

て（その②） 

（２）その他 

平成21年 

１月23日（金） 

第８回 （１）介護保険料について 

（２）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）につい

て（その③） 

（３）その他 

２月13日（金） 第９回 （１）市民意見募集結果について 

（２）高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（素案）につい

て（その④） 

（３）その他 
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３ 志木市老人保健福祉計画審議会委員及び志木市介護保険事

業計画策定委員会委員 

 

 氏   名 備   考 

会    長 大 塚  健 司 聖学院大学政治経済学部客員教授 

副 会 長 寺 内  弘 子 特別養護老人ホーム ブロン施設長 

委  員 内 田  邦 明 朝霞地区医師会 

委  員 西 野  博 喜 朝霞地区歯科医師会 

委  員 髙 山  義 文 （株）ウイズネット管理本部コンプライアンス部長 

委  員 倉 田  文 夫 東上ガス株式会社 業務部人事総務課長 

委  員 須 貝  伸 一 志木市社会福祉協議会会長 

委  員 木 下  正 雄 志木市町内会連合会監事 

委  員 寺井 美知子 志木市老人クラブ連合会副会長 

委  員 渡 辺  栄 一 公募による市民代表 

委  員 宮 澤  和 子 公募による市民代表 

委  員 原 藤   光 公募による市民代表 

委  員 嶋 田  和 雄 朝霞保健所 地域保健推進担当部長 

注）敬称略、順不同 



 

 

 

 

160

４ 用 語 集 

【あ行】  

ＮＰＯ（エヌ・ピー・

オー） 

 ボランティア団体や市民団体等、民間の営利を目的としない団体

（Non Profit Organization）の総称として使われている。従来、こ

れらの団体は、法人格をもたない任意団体として活動していたが、特定

非営利活動促進法（通称ＮＰＯ 法）の制定により、「特定非営利法人」

という法人格を得ることができるようになった。 

【か行】  

介護支援専門員  ケアマネジメント、ケアマネジャーの項を参照。 

介護保険事業計画  介護保険法第117条では、「市町村は、基本指針に即して、三年を一

期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施

に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という）を定めるもの

とする。」と規定されている。 

介護予防事業  介護保険制度の中では、介護保険本体の給付として導入される介護予

防給付と、区市町村の地域支援事業として実施される介護予防事業に整

理された。 

介護予防ケアマネジ

メント 

 予防給付のマネジメントと、地域支援事業の介護予防事業のマネジメ

ントを指す。区市町村が責任主体となり、地域包括支援センターの保健

師等、主任ケアマネジャーが主に対応する。要支援状態となることの防

止と、要支援者の要介護状態への悪化防止の一体的対応が行われる。 

介護療養型医療施設  療養型病床群等に入院する要介護者に対し、施設サービス計画に基づ

いて、療養上の管理、看護、医学的管理のもとにおける介護及び機能訓

練その他必要な医療を行うことを目的とした施設。平成23年度末で廃

止される予定。 

介護老人福祉施設（特

別養護老人ホーム） 

 特別養護老人ホームに入所する要介護者に対し、施設サービス計画に

基づいて、入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機

能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的とした施設。 

介護老人保健施設（老

人保健施設） 

 老人保健施設に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づい

て、看護、医学的管理のもとにおける介護及び機能訓練その他必要な医

療ならびに日常生活上の世話を行うことを目的とした施設。 

居宅介護支援事業者  利用者の意向をふまえてケアプラン（居宅サービス計画）を作成し

たり、個々のサービス事業者との調整を行ったりする事業者。都道府県

の指定が必要。ケアプラン（居宅サービス計画）を実際に作成するのは、

居宅介護支援事業者に所属するケアマネジャー（介護支援専門員）。 

居宅療養管理指導  通院が困難な要介護者に対し、医師、歯科医師、薬剤師等が居宅を訪

問し、在宅での療養生活を送るために必要な療養上の管理及び指導を行

うサービス。 
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ケアハウス（介護利用

型軽費老人ホーム） 

 原則60歳以上の自炊ができない程度の身体機能の低下等が認めら

れ、独立して生活するには不安のある人が、自立した生活を維持できる

ように、ホームヘルパーの派遣など、外部からの在宅サービスも利用す

ることができる施設。 

ケアプラン（介護サー

ビス計画） 

 ケアプランは、要介護者・要支援者の心身の状況やおかれている環境、

本人や家族の希望等をふまえ、課題、目標、サービスの内容について決

められるもの。在宅の介護サービス計画は①健康上・生活上の問題点と

解決すべき課題、②利用するサービス等の種類・内容・担当者、③提供

日時、④各サービスの目標と達成期間、⑤サービス提供上の留意事項、

⑥本人の負担額を内容とする。在宅の介護サービス計画は、利用者個人

が作成することもできるが、指定居宅介護支援事業者に依頼して、ケア

マネジメント（居宅介護支援）サービスを利用して作成することもでき

る。ケアマネジメントサービスを利用する場合は、①地域のサービス内

容や料金の情報提供を受け、②原案が作成され、③サービス担当者によ

る会議（ケアカンファレンス）等を通じた原案の検討を経て、④利用者

に対する内容の説明と文書による合意によって決定され、⑤必要に応じ

てその後変更が行われる。 

ケアマネジメント、ケ

アマネジャー 

 ケアマネジメントとは、要介護者等に対し、個々のニーズや状態に則

して保健・医療・福祉にわたる介護サービスが総合的、一体的、効率的

に提供されるサービス体系を確立するための機能をいう。介護保険制度

で位置づけられている機能。 

 ケアマネジャー（介護支援専門員）は、ケアマネジメントの機能を担

うために省令で定められた専門家のことで、要介護者本人や家族の希望

を聞きながら、どのような介護が必要かを検討し給付限度額を目安に、

ケアプラン（居宅サービス計画）を作成する。サービスの利用について

介護サービス事業者との調整を行い、また、ケアプランの継続的な管理

や評価を行う。 

 

【さ行】 
 

社会福祉士  社会福祉士及び介護福祉士法によって創設された、ソーシャルワーク

専門職。専門的知識と技術をもって、日常生活を営むのに支障がある人

の福祉に関する相談に応じ、助言、指導その他の援助を行う。 

主任ケアマネジャー  介護支援専門員（ケアマネジャー）の資格を有し、居宅介護支援事業

所のケアマネジャーに対するケアプラン作成技術の指導など、地域包括

的ケアマネジメントの中核的な役割を担う専門職で一定の研修を終了

した人。 

（社団法人）朝霞地区

シ ル バ ー 人 材 セ ン

ター 

 定年退職後等で長期の就職することは望まないが、長年の経験と能力

を活かして働く意欲をもつ高齢者の方が集まり会員として登録し、県や

市、民間事業所、家庭などから高齢者にふさわしい仕事を受け、各人の

希望や能力に応じた仕事をすることにより、地域社会の発展に寄与する

ことを目的として活動している公益法人。 
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成年後見制度  認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等の判断能力が不十分な

方の契約等を本人に代わって家庭裁判所が選任した成年後見人が、財産

管理、身上監護などを行う制度。介護保険の実施にあわせ、民法を一部

改正し、従来の禁治産を改め、また比較的軽度の方の利用（補助の創設）

や、判断能力があるうちから利用できる任意後見制度、複数の成年後見

人の選任など、利用しやすい制度に改められた。 

【た行】 
 

第１号被保険者  市内に住所を有する65歳以上の方をいう。第１号被保険者の保険料

は、政令に定める基準に従って区市町村が定めた保険料率により算定す

る。ただし第１号被保険者が介護保険施設に入所するために住所を変更

した場合は、変更前の区市町村の被保険者となる（住所地特例）。 

第２号被保険者  市内に住所を有する40歳以上65歳未満の医療保険加入者をいう。第

２号被保険者の保険料は区市町村では徴収せず、加入する医療保険者が

介護保険料を徴収する。 

短期入所生活介護  在宅の要介護者が、介護老人福祉施設に短期間入所し、入浴、排泄、

食事等の介護及び日常生活ならびに機能訓練を受けるサービス。 

短期入所療養介護  在宅の要介護者が、介護老人保健施設、介護療養型医療施設に短期間

入所し、看護、医学的管理のもとにおける介護及び機能訓練ならびに日

常生活上の世話を受けるサービス。 

地域ケア体制整備構

想（地域ケア体制の整

備に関する構想） 

国が平成２３年度末までに療養病床を再編成することを契機として、

埼玉県が平成１９年１２月に作成した、高齢者が介護や医療が必要に

なっても、できるだけ住み慣れた地域や家庭で安心して生活できるよ

う、その基盤となるサービス供給体制の整備等、地域全体で高齢者を支

える体制をつくる構想。 

地域支援事業 被保険者が要介護状態となることを予防するとともに、要介護状態等

となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活

を営むことができるよう支援するために市町村が行う事業であり、平成

17年度までの老人保健事業の一部、介護予防・地域支え合い事業、在

宅介護支援センター事業の財源を再編し、平成１８年度に創設された介

護保険制度上の事業のこと。①介護予防事業、②包括的支援事業、③任

意事業がある。 

地域福祉権利擁護事

業 

 平成11年度に厚生労働省により創設された事業で、在宅で生活する

判断能力が不十分な方の相談・助言、連絡調整、代行・代理を通し、福

祉サービス利用の援助、日常的金銭管理、書類等の預かりを行うサービ

ス。社会福祉法の改正により「福祉サービス利用援助事業」として位置

づけられている。 
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地域密着型サービス 

 

 介護保険制度において、制度見直しにより平成18年度に創設された

サービス。従来の全国的に共通する一般的なサービスと並んで、サービ

ス利用が主に区市町村内に留まるようなサービスで、以下の６種類があ

る。利用者は、原則として当該区市町村の被保険者に限られる。サービ

ス事業者の指定権限は、保険者（区市町村）が有し、一定の範囲内で指

定基準及び報酬の変更を行うこともできる。小規模入所系サービスと小

規模居住系サービスについては、区市町村又は日常生活圏域ごとに「必

要利用者定員総数」を計画に設定し、これを超えた場合は、事業者を指

定しないこともできる。要介護者の住み慣れた地域での生活を24時間

体制で支えるという観点から、要介護者の日常生活圏域内ごとにサービ

ス提供の拠点が確保されるべきであるとされている。（以下６種類） 

（1）夜間対応型訪問介護 

（2）認知症対応型通所介護（認知症デイサービス） 

（3）小規模多機能型居宅介護 

（4）認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

（5）地域密着型特定施設入居者生活介護（小規模介護専用型有料老人ホー

ム） 

（6）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（小規模特別養護老

人ホーム） 

地 域 包 括 支 援 セ ン

ター 

 地域において、①介護予防ケアマネジメント事業、②総合相談支援事

業、③包括的・継続的ケアマネジメント事業、④高齢者の虐待の防止・

早期発見及び権利擁護事業の４つの基本的な機能をもつ総合的マネジ

メントを担う中核機関として創設された。運営主体は、区市町村、在宅

介護支援センターの運営法人、区市町村が委託する法人である。職員は、

保健師又は経験のある看護師、主任ケアマネジャー、社会福祉士等。設

置・運営は、中立性の確保、人材確保支援の立場から、区市町村、地域

のサービス事業者、関係団体等で構成される「地域包括支援センター運

営協議会」が関わる。 

通所介護（デイサービ

ス） 

 在宅の要介護者がデイサービスセンターへ通い、入浴、排泄、食事等

の日常生活上の世話ならびに機能訓練を受けるサービス。 

通 所 リ ハ ビ リ テ ー

ション 

 在宅の要介護者が介護老人保健施設、病院、診療所へ通い、必要な理

学療法、作業療法、その他必要なリハビリテーションを受けるサービス。

特定高齢者  ６５歳以上で生活機能が低下し、近い将来介護が必要となるおそれが

ある高齢者のこと。介護予防の観点から行われる健診の結果、生活機能

の低下が心配される人、要介護認定の非該当者、保健師などが行う訪問

調査によって、生活機能の低下が心配される人などが該当する。特定高

齢者に認定されると運動機能向上、栄養指導、口腔機能向上などの介護

予防プログラムに参加することができる。 
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特定施設入居者生活

介護 

有料老人ホームや軽費老人ホームに入所している要介護者が、その施設

で特定施設サービス計画に基づき、入浴、排泄、食事等の介護、生活等

に関する相談・助言などの日常生活上の世話や、機能訓練、療養上の世

話を受けるサービス。ただし、介護専用型でない場合は、要支援者も利

用できる。 

【な行】 
 

内臓脂肪症候群（メタ

ボリックシンドロー

ム） 

 

 内臓脂肪型肥満に加え、高血圧・脂質異常・高血糖などの危険因子を

併せ持つ状態を、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）という。

高血糖や高血圧は、単独でも十分に危険な状態ではあるが、特に糖尿病、

心臓病や脳卒中等の原因として、内臓脂肪型肥満に加え、高血圧・脂質

異常・高血糖が複合している場合に、発病の危険度が高まることが認め

られている。そのため、国では特定健康診査等の体制整備を進めており、

本市でもメタボ予防健診を実施している。  

日常生活圏域 

 

市町村の住民が日常生活を営んでいる地域として地理的条件，人口，

交通事情その他社会的上条件、介護給付対象サービスを提供するための

施設の整備その他の条件を総合的に勘案して定める区域で、志木市は４

圏域。 

【は行】 
 

バリアフリー、バリア

フリー新法 

 

 

 高齢者や障がいのある人が社会参加をする上で、障がい（バリア）と

なるものが除去され、自由に社会参加できるようなシステムづくりの概

念。平成１８年度には、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律」、いわゆるバリアフリー新法が施行された。この法律は、

平成６年に制定された「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定

建築物の建築の促進に関する法律」（ハートビル法）と、平成１２年に

制定された「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円

滑化の促進に関する法律」（交通バリアフリー法）を統合、拡充した。

建築物、公共交通関係施設、道路、駐車場、公園等についてユニバーサ

ルデザイン（参照）等の考え方を取り入れ、高齢者、障がい者等の生活、

移動の円滑化を図る法律。 

訪問介護（ホームヘル

プサービス） 

 訪問介護員が要介護者の居宅を訪問し、入浴、排泄、食事など日常生

活の世話を行うサービス。 

訪問看護  訪問看護ステーションの看護師などが、かかりつけの医師の指示によ

り在宅の要介護者を訪問し、療養上の世話又は必要な診療の補助を行う

サービス。 

訪問入浴介護  在宅の要介護者に対し、移動入浴車等により訪問し、浴槽を提供して

入浴の介護を行うサービス。 
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訪 問 リ ハ ビ リ テ ー

ション 

 心身機能低下のために寝たきり、又はこれに準ずる状態になった在宅

の要介護者に対し、リハビリテーション専門の職員（理学療法士、作業

療法士）が居宅を訪問して、理学療法、作業療法、その他必要なリハビ

リテーションを行うサービス。 

【や行】 
 

ユニットケア  施設の居室をいくつかのグループに分けて、それぞれをひとつの生活

単位とし、少人数の家庭的な雰囲気の中でケアを行うこと。 

ユニバーサルデザイ

ン 

 ユニバーサル＝普遍的な、全体の、という言葉が示しているように、

「すべての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障がいの有無などに

かかわらず、最初からできるだけ多くの人が利用可能であるようにデザ

インすること。 

要介護状態、要支援状

態 

 介護保険制度では、区市町村が行う要介護認定の結果、要介護又は要

支援と認定された場合に介護保険サービスを受けることができる。要介

護状態とは、身体上又は精神上の障がいがあるために、入浴、排泄、食

事等の日常生活における基本的な動作の全部又は一部について、一定の

期間にわたり継続して常時介護を要すると見込まれる状態であって、そ

の介護の必要の程度に応じて要介護１～５の区分があり、その区分に該

当する者をいう。また、平成18年度以降、要支援状態とは、身体上も

しくは精神上の障がいがあるために入浴、排泄、食事等の日常生活にお

ける基本的な動作の全部もしくは一部について、一定の期間にわたり継

続して常時介護を要する状態の軽減もしくは悪化の防止に特に資する

支援を要すると見込まれる状態、又は身体上もしくは精神上の障がいが

あるために一定の期間にわたり継続して日常生活を営むのに支障があ

ると見込まれる状態であって、支援の必要の程度に応じて要支援１～２

の区分があり、その区分に該当する者をいう。 

予防給付  要支援１、要支援２に対するサービス。対象者の特徴は、廃用症候群

（骨関節疾患等を原因とし、徐々に生活機能が低下するタイプ）の方が

多く、早い時期に予防とリハビリテーションを行うことで生活機能を改

善できる可能性がある。従って、本人の意欲を高めながら予防のサービ

スを提供することが必要とされる。 

 

 

 

 

 


